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Executive Summary 

East Asia enters 2026 in a phase of managed competition, balancing geopolitical tension with 
economic pragmatism. Japan shifts from “selection and concentration” to strategic creation, accelerating 
industrial restructuring and talent renewal. China continues its transition toward quality-driven growth, 
selectively strengthening influence in ASEAN. ASEAN emerges as the region’s primary growth engine, 
supported by manufacturing diversification and rapid digitalization. Across the region, supply-chain 
diversification becomes irreversible. Competitive advantage increasingly depends on structural insight into 
technology, markets, and organizations. Corporate credibility hinges on alignment between strategy and 
technical narrative.  

2026 will reward companies that can identify structural patterns and convert them into coherent, 
future-oriented choices. 
 

2026 年の関亜経済（日本・中国・ASEAN）は、分断の継続と再編の加速が同時に進む一年となるでし

ょう。地政学的緊張は依然として残るものの、各国・各企業は対立の激化ではなく“対立の管理”へと舵

を切り、経済圏としての新しい均衡点を模索し始めている。JQ International Review Vol.1 では、日本・

中国・ASEAN の三極を軸に、2026 年の構造的な変化を展望したいと思います。 

まず日本は、2025 年までの投資抑制と不確実性の高まりを経て、2026 年は「選択と集中」から「選択

と創造」へと動き始めるでしょう。半導体・素材分野では再編が加速し、単独での競争力維持が難しい企

業は技術連携や共同開発を模索することになると思われます。カーボンニュートラル領域では理念主導

の時代が終わり、実装可能な技術への選別が進むでしょう。さらに、若手技術者の不足とスキル断層が

顕在化し、“語りと構造”を軸にした育成プログラムが求められるなど、日本は静かだが確実に「構造の

再設計」へと向かって行かざるを得ないと思います。 

 

一方、中国経済は高成長には戻らないものの、「量から質」への転換が本格化する一年となるかもし

れません。半導体・EV・AI・素材分野での国家主導の投資は継続し、国内循環の強化が進むと思いま

す。ASEAN への影響力は全方位ではなく、戦略的な国・地域に絞られる形で再編されるはずです。日

本企業にとって中国市場は依然として重要だが、“中国一本足”のリスクはさらに高まります。中国は、減

速の中で「質的な強さ」を積み上げるフェーズに入ると想像できます。 

 

ASEAN は 2026 年、分散化の受容地から「新たな成長エンジン」へと変わるでしょう。製造拠点の多極

化が加速し、ベトナム・タイ・マレーシアに加え、インドネシアやフィリピンが新たな候補地として浮上する

と思われます。デジタル経済の急拡大により、EC・フィンテック・物流が統合され、域内に“経済回廊”が

形成されつつあります。日本企業にとっては、中国依存を減らしつつ成長市場にアクセスできる最適解

としての存在感が一段と高まると思います。 

 

これら三極の動きを貫くキーワードは「分散化」「構造理解」「語りの整合性」であります。サプライチェ

ーン・市場・人材の分散が不可逆的に進む中、技術・組織・市場の“構造”を理解できる企業が優位に

立つでしょう。また、企業の語りと技術の構造が一致しているかが、投資判断やパートナー選定の基準と

なると思われます。 

 

総じて、2026 年は関亜経済にとって「構造転換の年」であると言えます。対立と協調の狭間で揺れな

がらも、新しい均衡点を探る一年となるでしょう。日本企業にとっては、“どこに投資するか”よりも、“どの

構造を選び、どの語りで未来を描くか”が問われるはずです。2026 年は、構造を見抜き、語りを整え、選

択を創造する年であるからです。 


